
顧客の⽣活を⽀える 

 

自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

17 顧客へ必需品や必要なサービスを提供している例                                     事例番号 111 
災害時の「自助」×「共助」をサポートする

分譲マンションの提供 

■取組主体 東京急行電鉄株式会社 ■取組の実施地域 関東、東京 

■業種 運輸業 ■取組関連 URL http://www.109sumai.com/service/sa

fety/emergency.html 

 

  取組の概要                                                
事前に有事を想定した分譲マンション 

 東京急行電鉄株式会社では、提供する分譲マンションにお

いて、災害時の「自助」の取組として「緊急地震速報の通

知」や「家具転倒防止用下地の設置」「玄関扉対震枠」「安

全に配慮したガラス（共用部）」等による安全対策を、災害

時の「共助」の取組として「非常時に切り替え可能な回路

を搭載した太陽光発電導入」や「災害用マンホールトイレ

設置」、「防災倉庫及び防災用品の設置」、「防災アクション

プラン（案）の提案」等を実施している。 

   ※導入内容は物件によって一部異なります。 

【取組を行っている同社の分譲マンション】

 

  取組の特徴                                                
「自助」と「共助」の両面を支援 

 同社では、東日本大震災を機に日常から災害に対する備えをすることの重要性を見直し、安全対策

の充実など図る取組により、提供するマンションの購入者が安心して住むことができることを目指

している。 

 集合住宅である利点を生かし、個々のご家族のみならず、マンションのコミュニティ全体で連携し、

災害時にも助け合える、「自助（ファミリー・セーフ）」と「共助（コミュニティ・セーフ）」の両

方について、ハードとソフトの両面からのサポートに取組んでいる。「自助」面については主には

家具転倒防止下地や地震対策ラッチなどハード面での対策、「共助」面については管理会社を中心

とした防災アクションプラン(案)の提案や防災用品の設置、防災訓練等のサポート等、主にソフト

面での支援を行っている。 

 なお、災害時すぐに使用可能なものとしてガス発電機や交換用ボンベの備蓄を行っているが、避難

生活を不自由なく過ごすための設備や物品を全て備えているわけではないため、入居者自身での備

蓄についても促している。 



顧客の⽣活を⽀える 

 

 

  【防災用品の備蓄の一例】 

 

各マンションで「防災アクションプラン」を策定する 

 マンションの引渡し後においては、防災アクションプラン(案)の提案や防災訓練等のサポート等に

ついて、同社グループ企業である管理会社が管理組合(住民)に随時提案を行い、支援している。 

 防災アクションプランは、万一の時に速やかに行動するために、「案」として標準的な雛形を用意

している。管理会社が管理組合と協議を行い、正式な策定版としている。雛形では、基本方針、対

応要領、防災組織と役割について記載する形式になっている。 

 
【防災アクションプランの目次例】 

 

  防災・減災以外の効果                                           

環境面での配慮 

 「太陽光発電導入」については、平常時の発電分は各住戸や共用部の電力として利用しており、地

球環境への配慮にもなっている。（太陽光パネルの設置を開始した平成 25 年 2 月以降、平成 26 年

度迄の引渡物件うち、設置物件は 16 物件中 8物件） 
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販売上のメリット 

 同社では、マンションの売主として、物件に寄らず共通の考え方に基づき防災対策に取組むことと

している。これによって、他物件との差別化を図り、販売上・営業上有利であると考えている。 

 

  周囲の声                                                  

 管理組合において、東日本大震災をきっかけに防災意識が高まっている。管理会社は防災の備えの

一環として、事業主とともに作成した防災アクションプラン（案）を理事会に提案し、そこで、居

住者間の様々な意見交換を行っている。この取組が、マンション独自の防災組織の設立やイベント

開催等の契機となり得ることから、貢献度の高い企画だと認識している。（管理会社） 

 


